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１ 水道事業の現状

２ 水道技術について

３ 技術継承の課題

４ 継承すべき水道技術

５ 技術継承の取組

 (参考）実施事例
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１．水道事業の現状

○ 水道を取り巻く現状

① 老朽化の進行

② 耐震化の遅れ

③ 多くの水道事業者が小規模で運営基盤
が脆弱

④ 計画的な更新のための備えが不足

○ 人口減少社会の水道事業

○ 職員数の減少（不足）の影響
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水道管の延長

単位：ｋｍ

出典：令和２年度水道統計

鋳鉄管, 1.6%

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鉄管, 

53.7%

鋼管, 2.2%
石綿ｾﾒﾝﾄ管, 

0.5%

硬質塩ビ管, 

33.3%

その他, 8.6%

鋳鉄管 ﾀﾞｸﾀｲﾙ鉄管 鋼管 石綿ｾﾒﾝﾄ管 硬質塩ビ管 その他 合計

11,785 391,312 16,104 3,485 242,707 62,807 728,200 

1.6% 53.7% 2.2% 0.5% 33.3% 8.6% 100.0%

地球１８．２周分

①老朽化の進行



5令和３年度全国水道関係担当者会議（資料編）

年々経年化率
が上昇

更新率が低下し、横ばい
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②耐震化の遅れ

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策（令和２年 12 月 11 日に閣議決定）

2021：40.7%➡2025：54% 2021：38.0%➡2025：41% 2021：60.8%➡2025：70%
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「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（令和２年12月11日閣議決定）
に基づく、水道施設（浄水場等）の耐災害性強化対策（厚生労働省）

※ 頻発化・激甚化する自然災害への備え
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34％

水道事業
(3,819事業)

水道用水供給事業
(88事業)

水道
(3,907事業)

上水道事業
(1,312事業)

簡易水道事業
(2,507事業)

64％

98％

2％

上水道事業
のうち給水人
口5万人未満

の小規模事
業体の割合
は約７０％

100％

③多くの水道事業者が小規模で運営基盤が脆弱
④計画的な更新のための備えが不足

令和２年度水道統計

10JWWA



11令和３年度全国水道関係担当者会議（資料編）

給水人口5万人以下の40～60%
が原価割れの状況



12令和３年度全国水道関係担当者会議（資料編）

〇人口減少社会の水道事業

ピーク時の２／３

▼総人口ピーク(2008年)
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１） ヒト

〇 水道関連職員の不足（官・民とも）

２） モノ

○ 余剰施設への対応（ダウンサイジングなど）

○ 施設の耐震化、更新等事業の遅れ

○ 漏水等の頻発（整備の遅れによる）

○ 水質悪化の懸念（停滞水）

３） カネ

○ 料金収入の減（料金改定は困難、赤字経営）

○ 施設の改良・修繕・更新等の費用不足

人口減少による水道事業への影響



14令和３年度全国水道関係担当者会議（資料編）

〇 職員数の減少（不足）の影響

給水人口3万人以下に事
業体は職員数は10人未満

1980年のピーク時に比べ
2019年は39%の減少
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15
出典：令和２年度水道統計

検針職員、集金職員、臨時職員、嘱託職員を除く

50歳以上の職員は37％

上水道・水道用水供給事業の年齢別職員数

熟練職員の大量退職と技術の空洞化

15JWWA

事務員 技術職 技能職・その他

10年以内に退職

経験・ノウハウ
の喪失(空洞化)

技術者の能力アップ
委託化などの対策
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２ 水道技術について

（１）様々な水道技術

（２）技術業務

（３）技術業務の効率化

（４）水道の危機管理
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水道事業には技術を発揮しなければならな
い多くの施設（フィールド）が存在

○ 水道技術とは？

・施設（ハード）と運用管理（ソフト）が一体となっ
た総合技術

・技術と技能の組合せ・連携

☆技術 ～ 方法、手段などの「型」

☆技能 ～ 人の働き・動きなどの「技」

（１）様々な水道技術
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（２） 技術業務

〇 計画技術

〇 設計技術

〇 工事監督技術

〇 運転管理等の技術

〇 水運用技術 ・・・ など
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〇計画技術＜施設整備（更新、耐震）＞

水道の耐震化計画等策定指針(平成 27 年 6 月、厚労省)
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設計委託

・測量
・埋設物調査
・設計図作成
・仮設構造計算
・数量計算 等

設計図書作成

・特記仕様書
・設計図面、
・現場説明書
・工事数量総括表 等

工
事
発
注

コンサルタントの監督・協議 積算（直営）

対外折衝 関係機関手続き

設
計
業
務
委
託
発
注
（（
特
記
仕
様
書
等
）

発注者

受託者 コンサルタント

〇設計技術＜施設整備（更新・耐震）＞
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提出書類
・現場代理人指定
・コリンズ登録
・施行計画書
・施工体制台帳

施
設
台
帳
・管
網
図
の
登
録
等

提出物確認など

必要に応じて、受注者との協議や苦情対応・緊急時対応 など

工
事
発
注
（
特
記
仕
様
書
等
）

発注者(工事監督)

受注者 建設会社

〇工事監督技術＜施設整備（更新・耐震）＞

施工
・現場代理人指定
・コリンズ登録
・施行計画書
・施工体制台帳

工事監督

工事材料、段階確
認、検査・立会

工事終了

・完成届・完成図面
、完成数量など
・完成検査受検

完成検査前確認・
検査立会・設計図
書作成・成績評定
・変更契約 等

管洗浄
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運転管理：水量、水質、薬品等の目標値に近付くよう
管理し、個々の施設・設備はもちろん、浄水システ
ムとして効率的、経済的に運転する。

水量管理
処理目標水量管理

給水量の予測 等

水質管理
水質基準・管理目標値との確認

水質データを整理・解析による浄
水処理の改善 等

施設管理
施設、設備、装置等の巡視・点
検、整備・補修

燃料、油脂類、試薬の補充 等

薬品管理
需給計画を立て、必要量を発注

納入薬品の品質、規格、量を検
査し貯蔵、調整

注入率や注入量を決定 等

22

〇運転管理等の技術＜浄水場等＞

運転
管理
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〇水運用技術

・水需要予測に
基づき、浄水
量や水運用の
計画を立案

・流量計、圧力計等の情報をもとに、24時間体制
で、浄水場への運転指令や給水所の遠隔制御な
どにより、適切な水量・水圧となるよう調整。
・事故を早期に発見し、迅速に対応を行うことで安
定給水の継続。

（水運用センター監視室、東京都水道局）
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（３） 技術業務の効率化
○ 委託化
・ 設計 → 直営 → 一部委託（測量）、全部委託
・ 監督 → 直営 → （一部委託）
・ 運転管理 → 直営 → 一部・全部委託
・ 水質検査 → 直営 → 一部委託
・ 施設維持 → 直営 → 全部 請負・委託
・ 漏水防止 → 直営 → 一部委託（調査・修繕）→全部委託
・ 給水装置 → 直営（審査・設計・工事）、直営（審査・設計・検
査） → 一部委託（直営：審査・検査）、全面委託

〇 各種システム導入、ICT 技術の活用など
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（４）水道の危機管理

〇 水道事業における危機事象

〇 危機管理対応力
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危機管理 自然災害 震災(津波)・ 降灰(噴火)

風水害

渇水・豪雪・寒波

熱波・山火事

事 故 水質事故

管路事故

設備事故 (停電)

テロ・紛争・戦争、サイバーテロ

・水道事業における危機とは、清浄、豊富、低廉が損なわれるとき

① 水道事業における危機事象

(浸水、停電、土砂
災害、高潮など)

①

②

③
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総断水戸数 約２５７万戸

１９都道県２６４水道事業者で約２５７万戸が断水

①震災
⑴東日本大震災による断水被害状況

出典：厚生労働省水道課HP
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⑵南海トラフ巨大地震（震源）

出典：気象庁HP



南海トラフ巨大地震（震度分布 ）

29
南海トラフ巨大地震の被害想定について（中央防災会議）



南海トラフ巨大地震と東北地方太平洋沖地震との
被災規模等の比較

30

約32万3千人 約239万棟

南海トラフ巨大地震の被害想定について（中央防災会議）



南海トラフ地震（ライフライン被害想定）

施設種類 被害状況（被災直後） 復旧予測日数（95％復旧）

上水道
断水人口（被災直後）
26百万人～34百万人

東海：6～8週間，近畿：2～4週間，
山陽：1～4週間，四国：6～8週間，
九州：5～6週間

下水道
支障人口（被災直後）
29百万人～32百万人

東海：1～3週間後，
近畿：数日～1週間，山陽：数日 四
国：1～4週間，九州：3～5週間

電 力
停電件数（被災直後）
24百万軒～27百万軒

東海：約1週間,  近畿：数日～1週間，山
陽：数日，四国：1～2週間，
九州：約1週間

通 信

固定電話不通回線数8～9百万回線
携帯電話停止基地局率 1～3％
※いずれも被災直後の被害状況
※通信制限による通話支障は含まず

東海：数日～2週間，
近畿：数日～1週間，山陽：数日
四国：数日～4週間，
九州：数日～1週間

ガ ス
（都市ガス）

供給停止戸数（被災直後）
55万戸～180万戸

東海：4～5週間，近畿：数日，
山陽：軽微～2週間
四国：3～4週間，九州：3～4週間

31南海トラフ巨大地震の被害想定について（中央防災会議）

上水道被害（最大）は断水人口3,400万
人、95%復旧に1か月～2か月かかる。
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②風水害 平成 30 年（2018 年）７月豪雨
管路施設被害

平成 30 年（2018 年）７月豪雨水道施設被害状況調査報告書令和３年１月、厚生労働省、(公社)日本水道協会
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令和元年度東日本台風による水道施設の浸
水被害

電気室や受電
盤の水没
➡浄水場等の電
源喪失

水没した設備
等は新品に交換

大量の土砂撤
去に多額の費用
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令和元年度房総半島台風による強風被害

強風による倒木(山間部) 電柱倒壊(市街地)
→ 送電網切断・通行不可 → 停電・通行不可

強風による長期間・広域的な停電➡浄水場等の電源喪失
➡ 非常用電源がなければ長期間・広域的な減・断水の発生
交通遮断 ➡ 浄水薬品などの搬入が不可



JWWA 35

③水質事故

出典：厚生労働省健康局水道課

水質汚染事故により被害を受けた
水道事業者等の数
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水源の水質汚染事故発生状況

 出典：「水質異常の監視・対策指針 20１９」 日本水道協会

死骸や糞尿に由来し、富栄養化の原因、塩素処理量の増加
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異臭味被害の発生状況

JWWA
出典：厚生労働省健康局水道課

異臭味被害人口は減少したが横ばい、
被害事業者数は最近増加傾向
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○珪藻類発生で水質汚染（フェンスで阻止）

上
流

下
流
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〇 危機管理対応力

リスク管理：事故や危機が、なるべく起きないように対処する活動
危機管理：事故や危機的な状況が発生した時の活動

危機管理

小 被害規模 大

大

発
生
確
率

小

発生確率大
被害規模大

発生防止

影響緩和

●危機（リスク）対応力
・(最悪)事態の予測
・現状の分析・評価
・最善策の立案
・迅速な対応 など

●危機対応マニュアルの整備
●訓練
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３ 技術継承の課題

（１）技術継承を取り巻く環境変化

（２）現場対応力の弱体化

（３）民間委託の課題

（４）高度な水道技術
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（１）技術継承を取り巻く環境変化

○ これまでの取り巻く環境

・ 必要人員（需要増）

・ フィールド（直営作業）

・ 事業の拡張（拡張事業の推進）

○ これからの取り巻く環境

・ 需要減・人員・収入減

・ 更新事業の増加（更新・耐震化）

・ 技術の高度化、多様化（IOT、脱炭素など）

・ 新しい事業経営（広域連携・官民連携）
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（２）現場対応力の弱体化

民間委託・官民連携の進展

➡ 水道職員の現場経験が減少

➡ 特に、危機管理における現場対応力に不安

※中小規模事業体の場合、大規模事業体より影響が大。

① 委託業者の確保：地元へ技術移転が最良

② 民間の技術力の確保：人材、資格等

③ 委託の安定：継続・持続の担保

④ 直営との役割分担：業務の連携

（３）民間委託の課題
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④ 継承が難しい水道技術
（例示）

・ 高濁度・水質汚染事故への対応

・ 水配・配水調整（バルブ操作）

・ 震災時等の復旧

・ 漏水事故対応等

・ 管布設作業（特に芯出し）

※中小規模事業体の場合、大規模事業体より影響が大。
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４ 継承すべき水道技術

（１） 水道事業体の技術的責務

（２） 水道事業に求められる人材

（３） 継承すべき水道技術
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（１） 水道事業体の技術的責務

◎ 水道法の目的の遵守

水道の布設及び管理を適正かつ合理的ならし
めるとともに、水道の基盤を強化することによつ
て、清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、もつ
て公衆衛生の向上と生活環境の改善とに寄与す
ること

◎ 様々な災害等においても可能な限りの給水の
実施（危機管理対応）

◎ 水道技術の高度化、民間委託の進展等により
施設管理など業務環境が変化しても水の供給の
最終的な責任は事業体（技術的責任）
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（２）水道事業に求められる人材
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（３）求められる技術者像
１ 基礎的技術

水道行政、水道法、技術指針などの基礎知識

２ 業務遂行に必要な技術

専門知識：土木、機械、電気、水質など

管理技術：技術業務（設計、工事監督、運転管理、水運用等）

３ 高度化、複雑化する水道課題に対応する技術

水質の悪化・基準強化、耐震化・更新の新技術、おいしい水や顧
客満足度の向上、施設管理の効率化などへの対応

４ 危機管理対応技術

突発事故、震災、風水害等に対する迅速・的確な対応能力

５ 委託した技術の総括的な監理技術

６ 経営感覚、住民目線等に配慮できる人材
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４ 技術継承の取組

（１） 形式知、暗黙知

（２） 技術継承のポイント

（３） 技術継承の取組と効果

（４） 技術継承メニュー



（１）形式知、暗黙知

 形式知➡「技術」

記録によって伝承できる。（例：一時停止標識の
意味など）

 暗黙知➡技能

表現が困難な判断・処理など。勘、コツ、ノウハ
ウ。（例：自動車の運転技術など）

49
文部科学省 中央教育審議会 用語解説
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（２）技術継承のポイント

・技術と技能を継承すること（技術8割、技能2割）

☆技術：形式知化が容易➡マニュアル化・研修等の推進

☆技能：長期の経験によって伝承➡形式知化困難

技術・技能の継承ポイント

・伝承すべき技術や技能を特定すること

・これらを「見える化」すること

・計画的な継承とすること
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～暗黙知の見える化～
（例）SECI(ｾｷ)モデルによるスパイラルアップ

・共同化(Socialization)：暗黙知→暗黙知

（例）体験や観察によりやり方を見て覚える。

・表出化(Externalization)：暗黙知→形式知

（例）基本・疑問点の対話で補い、文章化・図化。

・結合化(Combination)：形式知の体系化

（例）複数の形式知の結合。
共同化

表出化

結合化

内面化
・内面化(Internalization)
：形式知→暗黙知
（例）繰り返しやって、身につける。



0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

熟練技術･技能の

標準化･ﾏﾆｭｱﾙ化

熟練技術･技能の

機械化･IT化での代替

OJTによる人材育成

Off-JTによる人材育成

資格･認定制度等による

技術･技能の評価

目標設定･達成度評価

職能給等による

処遇の充実

定年延長

熟練技術･技能を要する

業務の外部委託

外部企業等との連携

技術・技能承継がうまくいっていない企業（n=393） 技術・技能承継がうまくいっている企業（n=660）
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（３）技術継承の取組と効果

中小企業庁アンケート調査結果

技術の空洞化・流出

技術・技能継承がうまくいっていない企業
技術・技能継承がうまくいっている企業
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（参考）－知の継承を阻害する五つの誤解－
㈱富士通総研 野中・安部、特技懇No.268、2013.1.28)

※特許庁技術懇話会（特許庁の見解ではない）

誤解１．経験を積めば知の継承が出来る（誰でも教
えれば習得できる）
誤解２．熟練者（伝承者）は ､ 積極的に知の継承を
支援してくれる
誤解３．若手（継承者）は ､ 意欲的に知見・ノウハウ
を吸収する
誤解４．仕組み（ナレッジDB、マニュアル）を作れ
ば、後はうまくいく
誤解５．職場は、知の継承の取り組みを理解しサ
ポートしてくれる
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日本水道新聞社中央公論、「下水道の技術継承と人材育成」、2022.1月号

伝承者と継承者の非対称性
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① 熟練職員の技術のマニュアル化

・ 組織に必要な「知」を見極める。

・ 危機管理関連マニュアルは必須

・ 熟練職員が持つノウハウをマニュアル化などし
て共有・活用できるようにする

「暗黙知」から「形式知」へ挑戦

例えば、水安全計画※策定による既存マニュアル等の整理・体系化は有効な
手段

※ WHO（世界保健機関）が提唱し、厚生労働省が策定を求めているもので、水
源から蛇口までの過程で、水質に影響する危害を抽出し、対応方法をマニュ
アル化しておくもの

（４） 技術継承メニュー
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水源

配・給水管理

蛇口
（お客さま）

水源管理

浄水管理

水質検査

水源から蛇口までの

一体管理

水安全計画

HACCP的管理手法

水質管理
ISO 9001

水道 GLP

ISO/IEC 17025

ISO 9001

作成はＨ２３年度頃までを
目途に（Ｈ20.5通知）

水 安 全 計 画

56
JWWA

水安全計画策定ガイドライン
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② OJTの計画的実施

・ペアリングを工夫する

・若手と熟練者で計画を作る

・暗黙知の伝承に積極的に挑戦する

・若手・熟練者のサポート体制を構築する

③ 実践的研修の実施・活用

・マニュアル等を活用した事業体内部の研修

・日本水道協会、水道関連団体主催の研修の活用

・集合研修による技術の習得に加え、配管接合技
術、 漏水防技術、危機管理対応など体験型研
修が重要
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④ 人事制度の活用

・ 業務ローテーションの確立、行政部署との技術
職員の人事交流など人事制度の確立

・ 資格認定制度による評価

・ 目標設定・達成度評価

⑤ 事業体内での業務成果の発表

水道研究発表会への投稿・発表

➡業務を振返り、まとめることで技術が身につく

⑥ 事業体内の特有な課題・研究テーマへの取組

➡部署を横断するタスクフォース形式



59

⑦ 風通しの良い職場づくり

・若手・熟練者相互のコミュニケーションの場

・若手が将来の夢をもてる職場づくり

⑧ ナレッジマネジメントの構築

・上司が積極的に取組む姿勢が重要

・マニュアルをデジタルデータ化する

必要な時に欲しい情報に容易にたどり着く。

・社内検索システム、社内SNSなどを導入する

事故（失敗）事例集、Q＆A集、ヘルプデスクなど

・動画や音声を活用して情報共有する
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〇 広域化による効果

 料金収入の安定化、サービス水準等の格差是正、 施
設余剰能力の有効活用、災害・事故等の緊急時対応
力強化、スケールメリットを生かした事業運営

 人材、資金、施設等経営資源の共有化と効率的活用
 技術継承を含めた運営基盤の確保

⑨広域化による技術継承

JWWA

⑩委託した業務の技術継承

〇 県内の水道事業者や委託先等接点のある民間事業
者等から技術資料を入手し、研修・学習等にいかす

〇 委託時の業務仕様要件として、職員に対しての研修
を加える など
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日本水道協会の研修事業

研修科目により、実習、演習、グループディスカッション、施設見学などを含む
令和5年度は、基礎講座、消費税基礎講座、水道技術者Aコース、水道技術管理
資格取得講習会（学科）について、オンラインも併用となる。
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（参考）実施事例
・東京都水道局
・岩手中部水道企業団
・発表会・協会雑誌（抜粋）
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（参考）東京都水道局の取組み事例

指導・助言、暗黙知→形式知
各種検討会参加
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●職員研修体系図（東京都水道局）

☆特色１：講師養成研修
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 ひとつめは、

「科目ごとのカリキュラム・テキスト作成・更新」

 「暗黙知」から「形式知」へ

講師養成研修→ ２つの柱で構成
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実務研修テキスト例

〈φ２５㎜サドル分水栓からφ２５㎜サドル分水栓への取り替えの場合〉

① サドル分水栓交換器下板をサドル分水栓にＵ型ボルトで固定する。

② サドル分水栓交換器上板をサドル分水栓交換器下板の上に取り付ける。

③ サドル分水栓用穿孔機アダプター（改良型）を取り付ける。

３ 操作手順
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 ふたつめは、

「教える（伝える）テクニック」を身につける

☆講師養成研修の内容

→ ２つの柱で構成

 パワーポイント、プレ
ゼンテーション技法など
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業務委託
の拡大など
(自分でやったこ

とのない業務の
監督）

●水道事業を支える
レベルの高い技術力
の維持・向上

背景 課題

研修・開発
センターの

設立
↓

研修部門と
開発部門の
連携による
相乗効果！

人材育成

技術開発

漏水率の
低下

（現場経験
の減少）

☆特色２：研修・開発センターの設立
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研修・開発センターの研修は、実技・演習を
取り入れた体験型

☆ 委託業者監理能力の向上につなげる

☆ 危機管理対応力の向上

職種を問わず必要

現場訓練が基本だが、現場で体験できない
場合、実技フィールドを活用

工事監督の中で業者指導するポイントな
どは、自分が実際やってみて初めてわかる
ことも実は多い
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特色３：ＯＪＴの実施体制

第13回東京都水道事業運営戦略検討会議資料(R3.7)
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特色４：疑似体験型研修

第13回東京都水道事業運営戦略検討会議資料(R3.7)
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外部評価委員会報告書(平成30 年11 月)

外部評価の実施（設立から5年目）
・経営計画に影響を及ぼしうる大規模事
業の必要性や効果について第三者による
客観的な評価を行った

平成26 年（2014年）４月に、北上
市、花巻市、紫波町及び岩手中部広域
水道企業団の水道事業を統合して設立

（参考）岩手中部水道企業団の取組み
事例



JWWA
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岩手中部水道企業団外部評価委員会報告書
『人材育成と技術基盤の強化』抜粋

評価

課題



JWWA
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評価の要点
統合前
・市長部局との人事異動があるため、水道に関する技術や知識を
持った職員が他へ流出し、水道事業に精通した職員を育成するこ
とが難しい状態だった。

統合後
・統合前と比較して、少ない職員数で業務を執行している。
・企業団独自での職員採用を行っており、専門知識を持った技術
職員の採用が可能になっている。
・市長部局との人事異動がないことから、水道に関する技術や知
識が蓄積され、水道事業に精通した職員を育成することが可能と
なった。
・職員のプロパー化により水道事業に精通した職員の育成が可能
になった。



78

北広島市水道部(令和元年度水道研究発表会 1-50 )

・円滑な業務推進のための情報共有と知識の向上を目的に水
道事業内研修会の開催

新潟市水道局(水道協会雑誌 第89巻（令和2年）第5号（第
1028号）)
・職員によるブレインストーミングで堅持すべき技術を抽出
・知識96項目、習得目安299項目からなるスキルマップの活用

大阪市水道局(令和2年度水道研究発表会 1-22)

・博士号取得者等の学術的な専門知識を持った水道局職員が
講師、10講座（令和アカデミー講座）
・少数精鋭化のもとで事業の持続性を確保、ナレッジの蓄積に
よる対応力の向上

（参考）発表会・協会雑誌（抜粋）
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北九州市上下水道局(令和3年度水道研究発表会 1-12)
・バルブ操作等の動画化とQRコードによるアクセスの構築

名古屋大学、愛知県企業庁(令和3年度水道研究発表会 7-20)
・作業の確認と改善、映像を模倣することによる作業方法の
習得

千葉県企業局(令和3年度水道研究発表会 2-43)
・研修を担う指導職員の確保(中堅職員の研修講師登用など)
・スペシャリスト、ゼネラリストの育成

大阪市水道局(令和4年度水道研究発表会 5-1)
・小口径管路の布設位置を直営設計にて検討
・若手職員のOJTフォローアップ研修

川崎市上下水道局(令和2年度水道研究発表会 1-20)

・疑似漏水を用いた災害時の早期復旧と漏水調査技術の習得
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水道事業における技術継承

終了です、参考になれば幸いです

公益社団法人日本水道協会
JAPAN WATER WORKS ASSOCIATION

おわり

やってみせ、言って聞かせて、させてみせ、ほめてやらねば、
人は動かじ。
話し合い、耳を傾け、承認し、任せてやらねば、人は育たず。
やっている、姿を感謝で見守って、信頼せねば、人は実らず。

～ 山本 五十六 ～
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実務講習会（技術） アンケート

QRコード

本研修アンケートは、ご自身のスマートフォ
ンからご回答いただきますので、
カメラから左記のQRコードを読み取り、
ご回答いただきますようお願いいたします。

なお、スマートフォンをお持ちでない方、
オンラインによるアンケートにご対応いただ
けない方におかれましては、前方の司会台
にアンケート用紙を用意しておりますので、
取りに来ていただけますと幸いです。

皆様、本日はお疲れさまでした。
お気を付けて、お帰りくださいませ。


